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包摂社会の中の社会的孤立
―他県からの移住者に注目して―
 阿　部　　彩
1．人口移動と地域の包摂力
　東日本大震災は，地域における「絆」の大切さを人々に再認識させることとなった．地
域やコミュニティは，「新しい公共」（内閣府 HP）の担い手として，また，その活動の
場として期待されている．学術的には，人と人との間の信頼感や「互酬性の規範」（稲葉
2011）を表すソーシャル・キャピタル（Social capital：社会関係資本）の潜在的な力が着
目されており，良好なソーシャル・キャピタルは，経済活動，健康，教育，政治などに好影
響を与えることが報告されている（稲葉 2011，稲葉他 2011）．特に，疫学からは，ソー
概　　要
　本稿は，福井県における大規模アンケート調査のデータを用いて，社会的交流（家族
を含む他者とのコミュニケーションや付き合い），社会的サポート（情緒的および手段的
サポート），社会的参加（地域活動やボランティア活動など）の 3 つの次元における社
会的孤立について分析を行ったものである．そして，年齢や性別，家族構成，結婚状況，
就労形態，離職経験，学歴をコントロールした上で，福井県への移住者と福井県生まれ
の人に社会的孤立となる確率に違いがあるかを分析した．
　その結果，社会的交流においては，女性において，福井県生まれの人に比べて，福井
県に移住してから 20 年未満の人，および 30 年以上の人は，高い確率で孤立状況となる
ことがわかった．この関係は，男性においては見られなかった．社会的サポートについ
ては，福井県生まれとそうでない人の間に有意な差はなかった．しかし，社会的参加に
ついては，男性のみにおいて福井県に移住してから 20 年未満の人は約 2.5 倍から 2 倍
の確率で孤立するリスクが高かった．
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シャル・キャピタルを，個人のもつ資源としてだけではなく地域の特性と捉える研究が盛
んであり，地域単位の人間関係の質が個人の健康に影響を与えることがわかっている（近
藤 2005）．
　貧困研究の文脈からは，貧困層が金銭的・物質的な困窮を抱えているだけではなく，人
間関係や社会の仕組みから排除されていること（社会的排除）が指摘されている（岩田
2008，阿部 2011）．そして，社会的包摂の「場」として，一番，身近である地域やコミュ
ニティの活躍が期待されている（奥野・栗田 2010）．
　しかしながら，このような文脈で語られる「地域」とは，個人個人からみて，どのよう
な「場所」が想定されているのであろうか．忘れてはならないのが，日本は，既に，人口
移動社会であることである．現在の居住地が 5 年前の居住地と異なる人は 24.7% であり，
居住地が，出生時からずっと同じ人の割合は約 1 割にしか過ぎない（国立社会保障・人口
問題研究所 2013）．換言すれば，自分の「生まれ育った地域」ではない地域に住んでいる
人が殆どなのである．すなわち，自分が現在居住する「地域」「コミュニティ」は，自分
が生まれた土地でもなく，子ども期を過ごした場所でもなく，両親・兄弟，学友として一
緒に育った友人などがいる場所でもない人が多く存在すると考えられる．
　このような移動社会において，地域がソーシャル・キャピタルの源や社会的包摂の担い
手として機能するためには，いかに人々が，新しく移動した地域に早く馴染み，その一員
として包摂されるかが重要となってくる．しかしながら，稲葉（2011）も指摘するように，
ソーシャル・キャピタルには社会の寛容度を低めるという側面も存在する（稲葉 2011, 
p.167）．だとすれば，地元の人々の間に強固なソーシャル・キャピタルがあり，社会的包
摂度が高い地域こそ，移住者にとっては住みづらい地域となる可能性がある．
　本稿では，福井県の大規模アンケート調査のデータを用いて，福井県生まれの人々と，
福井県に移住してきた人々の社会的孤立の比較を行う．福井県は，完全失業率は当道府県
中第 2 位（総務省統計局 2013），生活保護率も第 2 位と低く（2009 年），合計特殊出生
率も第 9 位と高いレベルにある（内閣府 2011）．家族形態では，三世代世帯が多く，核家
族が少ない（総務省統計局「平成 22 年国勢調査」）．これらのデータを見る限り，福井県は，
日本の中でも社会的包摂の度合いが高い地域と想像される．このような地域に移動してき
た人々は，この地域に生まれ育った人々と同じように包摂されているのであろうか．
　なお，社会的排除／包摂の文脈においては，低所得，物質的困窮や，社会制度（社会保
障制度など）との関わり，住居の不備など，人間関係だけではない，さまざまな貧困の側
面も含めて分析を行うことが一般的である（阿部 2007，Barnes, et al. eds. 2002 など）．
しかし，本稿では，議論を単純化するために，社会的孤立に着目する．経済的・物質的困窮は，
社会的孤立とも密接に関連しているが，ここでは直接それを分析することはしない．
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2．先行研究
（1）社会的孤立の定義と操作変数
　社会的孤立については，既に，多くの既存研究が蓄積されているが，その系統は主に 3
つに分類される．一つ目の系統は，社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）の研究分野
であり，個人レベルおよび地域レベルの社会関係資本を分析しており，社会的孤立は社会
関係資本の欠如と理解されている（稲葉・藤原 2012，稲葉 2011 など）．もう一つの系統
が貧困研究の流れを組むものであり，経済的困窮と人間関係や社会との結びつきの欠如が
密接に関係しているものであるところから，貧困をより広い概念である社会的排除と理解
し，人間関係の希薄さや社会サポートの欠如を社会的排除の一つの側面として捉えている
（岩田 2009，阿部 2007，Abe2010a, Abe2010b など）．社会的排除の概念はそもそも多
面的であるため，これらの研究では社会関係の指標を 2 つ以上測っている点が特徴的であ
る．最後の系統は，社会的孤立そのものを研究対象としている研究分野であり，単独世帯
や孤立死の増加といった社会的背景から社会的孤立の分析を行っている（河合 2002，河
合 2009，橘木 2011，藤森 2010）．
　また，公的な調査データとしては，内閣府「高齢者の生活実態に関する意識調査」（2009
年，有効回答者数 3,398 人），国立社会保障・人口問題研究所「生活と支え合い調査」（2012
年，有効回答者数 21,173 人）において，会話の頻度やサポートしてくれる人の有無など
を訊いており，規模が大きく全国を対象としている公的調査として貴重である（国立社会
保障・人口問題研究所 2013）．
　これらの研究に共通しているのが，社会的孤立を人間関係，ソーシャル・ネットワーク
表 1　個人的社会関係資本または社会的孤立の定義
ⅰ）なお，稲葉（2012a）は，社会的サポートについて，物理的（道具的）サポート，情緒的サポートという呼
び名を使っている（稲葉 2012a）．物理的サポートについては，手段的サポートとも呼ばれる．
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の欠如としていることであるが，これら研究を詳しく見ると，社会的孤立の定義は表 1 の
3 つの概念（社会的参加，社会的交流，社会的サポート）に集約することができる．
　表 2 に，日本における主な社会的孤立・社会関係資本の大規模データに基づく実証研究
表２　社会関係資本，社会的孤立の先行研究
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において用いられた社会的孤立・社会関係資本の概念および操作変数を示す．
　この 3 つの区分に加えて，社会的参加については，参加グループの種類によって，期待
される個人への影響も異なることが示唆されており，提供者の種類によって，さらに細か
く分類する研究者も存在する．一つは，内部結束型（ボンディング）のソーシャル・キャ
ピタルと，橋渡し型（ブリッジング）のソーシャル・キャピタルの区別である．前者は，
組織の内部において同質的な人と人を結びつけるものであり，後者は，異なるグループの
間で異質な人や組織を結びつけるネットワークを指す（Iwase, Suzuki, Fujiwara, Doi & 
Kawachi 2012）．また，埴淵（2013）は，社会的参加における参加団体の種類によって， 
垂直的組織（政治関係団体，業界団体，老人クラブ，宗教関係の団体，町内会・自治体）と，
水平的組織（ボランティアのグループ，スポーツ関係のグループ，趣味のグループ）の二
つに分けている（埴淵 2013，p.130）．
（2）社会的孤立の出現率と傾向
　社会的孤立の出現率は，個人の属性によって大きく異なる．また，表 1 で示したどの概
念を孤立の定義に用いるかによっても，その傾向は異なる．表 2 の下半分に，これらの分
析において特定された社会的孤立のリスクが高い属性を示す．
　共通した結果としてあるのは，男性，高齢者，離死別者，単独（一人暮らし）世帯，未
婚や子どもがいない，低所得層，低学歴層において社会的孤立のリスクが高いことである．
しかし，これらのリスク要因の影響は表 1 であげたすべての区分の社会的孤立の概念に同
様に表れているわけではない．用いられたデータや分析の手法が異なるので，一概に比較す
ることはできないが，例えば経済状況といった変数が影響するか否かは研究によって異なる．
（3）地域特性と社会的孤立
　孤立の発生を生む要素のひとつとして，地域要因はかねてから指摘されている（斉藤
2012）．斉藤（2012）は，都市化が進むとコミュニティが崩壊し人間関係が希薄化すると
いうアーバニズム論，大都市ほど友人関係が活発になるといった説，しかし，高齢者に限っ
て言えば，若者よりもその傾向が薄いという説などを紹介した上で，大都市，ベッドタウ
ン，中山間，という三つの地域の一人暮らしの高齢者に対する社会的孤立の実証分析を行っ
ている．ここで用いられた孤立の定義は，「親族や友人等と会ったり電話で話す頻度があ
わせて週に 1 回に満たない」という設問に基づいており，上記の分類でいえば「社会的交
流」の概念を用いている．これによると，一人暮らし高齢者のうち孤立者の割合は大都市
（東京都板橋区）では 16.6%，ベッドタウン（埼玉県和光市）では 15.0%，中山間（高知
県下 3 町村）では 12.6% となっている．3 地域の一人暮らし高齢者のうち孤立者の割合
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の違いについて，斉藤は地域の治安の悪さなど，地域の社会関係資本が影響している可能
性を示している（斉藤 2012, p.64）．
　同著に収められた石田（2012）は，JGSS2003 のデータを用いた社会的孤立の分析から，
都市部よりも町村部居住者に孤立の傾向が見られたとしている（石田 2012､ p.50）．石田
が用いた定義は，「行為者にとって頼りにできる人がいない状態」であり，先の分類によ
ると「社会サポート」に入る．そして，地方山間部の高齢者の聞き取り調査から，彼らが
都市部に移動した子どもとの同居，地元にとどまる，という両選択肢において社会的孤立
のリスクに面していることを指摘している．
（4）居住年数と社会的孤立
　最後に，本稿が着目している地域への移動者の孤立の状況については，ここに挙げた先
行研究の中では唯一，斉藤（2012）が説明変数のひとつとして取り扱っている．斉藤（2012）
は 3 地域における居住年数の違いを考慮した孤立高齢者の特性を分析しており，大都市の
みにて，居住年数が 5 年未満の高齢者は，性別，年齢，婚姻経験，身体機能，経済状態を
コントロールすると，約 2 倍の確率（ベースは 50 年以上）で孤立しやすいことを報告し
ている．ベッドタウン，中山間においても高いオッズ比が推計されているものの，統計的
に有意ではない．
3．データと社会的孤立の操作変数
（1）データ
　本調査で用いるデータは，東京大学社会科学研究所が実施した「福井の希望と社会生活
調査」（2011 年）である．本調査は，福井県の全ての市町の住民基本台帳より 20 歳以上
の個人 16,000 人を無作為に抽出した．調査は，2011 年 3 月上旬に配布され，3 月 2 日
から 23 日の間に郵送によって回収された．調査実施期間中に，東日本大震災が発生した
ため，回収日数を数日延長して実施された．有効回答数は 7,008 票であり，有効回答率は
43.8% であった．
（2）社会的孤立の定義
　本稿では，社会的孤立を社会的交流の欠如（人とのコミュニケーションや交友の欠如），
社会サポートの欠如（病気の時の世話など必要な時にサポートが得られない），社会参加
の欠如（地縁団体，ボランティア活動，趣味・スポーツの会などの社会活動の欠如）の 3 つ
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の下位カテゴリーに分け，それぞれについて，以下の設問の回答から指標を作成した（表 3）．
　表 4 に，これらの項目の欠如率と排除率を示す．欠如率は，全サンプルの中でその項目
が欠如している者の割合，剝奪率は，その項目を「欲している」とした回答者の中でそれ
表 3　基本統計量
包摂社会の中の社会的孤立
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を欠如している者の割合であるⅱ）．各指標は，カテゴリー内の項目が剝奪されている場合
を 1，剝奪されていない場合を 0（その項目が得られている場合およびそれを欲していな
い場合）として合算し，社会的孤立スコアを計算した（表 5）．さらに，3 つの社会的孤立
スコアが，ある一定の水準（カットオフ）以上の場合に「社会的孤立」とする二値変数を
構築した．カットオフの値は，孤立率が概ね 10％以下となるように設定している．
　なお，貧困・剝奪の先行研究に倣い，その項目を欲していない場合は，社会的孤立と判
別していない（阿部 2006）．例えば，「町内会・老人会・婦人会などへの参加」をしてい
ない者のうち，少数は「参加したくない」と感じており，この場合は参加していないことを，
表 4　社会的孤立指標を構築するのに用いられた調査票項目
出所：「福井の希望と社会生活に関する調査」より筆者作成．
ⅱ）貧困・剝奪・社会的排除の研究においては，ある物品等の欠如が金銭的な理由などで強制されたものである
のか，自身の選好によるものかを区別する必要があることが指摘されている．そのため，質問票には，ある物
品の所有の如何をきくだけでなく，その物品を所有していないのであれば，その理由（「欲しくないから」「欲
しいが，金銭的な理由でもてない」等）を同時に尋ね，個人の選好で所有することを選んでいないのであれば，
それは剝奪に含めていない．詳しくは，阿部（2006）を参照のこと．
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「社会的孤立」と見なしていない．すなわち，本稿で用いる社会的孤立の概念は，あくま
でも非自発的なものであり，個人の選好で孤立を選んでいる場合には，社会的孤立と見な
していない．しかし，実際には，このような選好する者はごく少数であった．
4．分析
（1）モデル
　孤立している場合を 1，そうでない場合を 0 とする二値変数を被説明変数とするロジス
ティック分析を行った．説明変数は，基本属性として，年齢階層（10 歳階級，ベースは
30 歳代），世帯類型（単独世帯，有子世帯，その他（ベース）），就業形態（正社員（ベース），
契約・派遣・パート・非常勤，自営・自由・その他の働き方，農業，専業主婦（夫），学生，
引退，無職（職業訓練・就職活動中含む）），離職経験（自発的離職経験あり，非自発的離
職経験あり，離職経験なし（ベース）），学歴（中卒，高卒，高専・短大（ベース），大学） ⅲ），
婚姻状況（未婚，離婚，既婚（ベース，死別も含む））を選択している．これらは，どれも，
先行研究にて社会的孤立や社会的排除に関わりのある変数として特定されたものである．
本稿が着目するのは，福井県居住年数（福井生まれ（ベース），10 年未満，10 ～ 20 年未満，
20 ～ 30 年未満，30 年以上，年数不明）および貧困ステータス（世帯所得が相対的貧困線ⅳ）
以下，以上（ベース））である．
表 5　社会的孤立スコアと孤立率
ⅲ）中学校＝新制中学校，旧制小学校，高校＝新制高校，旧制中学校・高等女学校・実業学校・師範学校，専門
学校＝新制各種専門学校（新制高校卒後），短大等＝新制短大・高専，旧制高校・専門学校・高等師範学校，大
卒等＝新制・旧制大学（４年制）以上
ⅳ）世帯所得は，世帯員全員の所得の合算値を世帯人数の平方根で除した等価世帯所得を用いた．相対的貧困線は，
「平成 22 年国民生活基礎調査　結果の概要」（厚生労働省 2011）にて発表された貧困線（等価世帯所得＝ 125
万円）を用いた．
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　モデル 1 は基本属性のみ，モデル 2 は福井県在住年数，モデル 3 はモデル 2 に貧困ステー
タスを加えたものである．なお，先行研究において，社会的孤立の発生パターンは男女に
よって大きく異なることが指摘されており，かつ，福井県居住年数の影響は性別によって
異なると推測されるため，推計は男女別に行う．
（2）結果
　表 6−1（社会的交流），表 6−2（社会サポート），表 6−3（社会参加）に，ロジスティッ
ク分析による各変数のオッズ比およびその 95% 信頼区間をまとめたものである．統計的
な有意性は，数値の右の☆印で示している．
ア）社会的交流
　まず，社会的交流（表 6−1）から見てみよう．この指標は，家族を含む他者とのコミュ
ニケーションの頻度やつき合いを表している．
　興味深いことに，年齢階層については，ほとんどの係数において統計的に有意となって
いない．男性の 20 歳代，男女の 70 歳代で，10% 確率で有意となっているが，モデルによっ
ては有意でないなど，頑強な影響とは言えない．高齢者の社会的交流を分析した先行研究
においても，年齢による差は現れておらず，この点は一致する（斉藤 2013）．
　しかし，男性，女性ともに，単独世帯であることは，社会的交流の孤立の大きい要因と
なっていることがわかる．オッズ比で見ると，男女ともに，単独世帯でない世帯に比べて
約 3 倍から 4 倍の確率で社会的孤立となることがわかる．
　また，就業形態も社会的交流の孤立に深く関連している．女性では，「自営・自由業・
その他の働き方」，「農業」，「専業主婦」，「無職」が，「正社員」に比べ，統計的に有意に
社会的交流の孤立のリスクが高くなっている．男性では，「契約・派遣・パート・非常勤」，
「農業」，「専業主夫」，「引退」，「無職」のリスクが高い．男性においては，「契約・派遣・パー
ト・非常勤」であることが社会的交流の孤立のリスクとなっているが，女性ではそうでな
いことは，この就業形態が女性においてより一般的であることとも関係していよう．ただ
し，離職経験（非自発的）は，女性のみで統計的に有意な係数となっており，労働市場に
おける逆境が女性の社会的孤立を引き起こす可能性も示唆されている．また，専業主婦に
おいても，孤立のリスクが高いことは憂慮すべきことである．
　女性において，特に高いリスクとなっているのが，就業状況の「離別」である．すべて
のモデルにおいて，離別は 3 倍から 5 倍のオッズ比となっており，離別女性の貧困率の高
さなどを考慮しても（モデル 3），統計的有意性が保たれる．男性においては，「離別」「未
婚」ともに，モデル 1 とモデル 2 では統計的に有意であるが，貧困ステータスをコントロー
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ルしたモデル 3 においては有意ではなくなっている．
　また，貧困であることは，他の要因をコントロールした上でも，社会的交流の欠如のリ
スクを高めている．モデル 3 では，男女ともに，学歴や就業形態などをコントロールした
上でも，貧困ステータスの係数が有意となっており，オッズ比で見ると，貧困者は非貧困
者に比べ，約 4 倍の確率で社会的孤立の状況となっている．
　最後に，福井県在住年数の結果を見ると，女性においては，福井県生まれの人に比べ，
福井在住年数が 10 年未満の人の社会的交流のリスクが約 5 倍となっている．また，有意
性は薄くなるものの，「10 ～ 20 年未満」「30 年以上」の場合も，統計的に有意にプラスとなっ
ている．すなわち，年齢や家族構成，就業状況，結婚状況，貧困ステータスなどをコントロー
ルしても，福井県在住に比べて，福井県への移住者，特に移住後の居住年数が 10 年未満
の女性は，社会的交流が欠如するリスクが顕著に高い．このことは，福井県に移り住んだ
女性の友人・家族・親戚らが，福井県外におり，そのためにコミュニケーションを取ったり，
会いに行ったり，冠婚葬祭に出席することが，難しいからとも推測できる．しかしながら，
男性には，この傾向が見られないので，なぜ，女性のみに，この影響が強く表れるのかを
解明するには，さらなる検討が必要である．
イ）社会的サポート　（表 6− 2）
　次に，社会的サポートの欠如を規定する要因を見ていこう．社会的交流と同様に，年齢
階層は殆ど影響をみることができない．また，家族構成については，男性の場合にのみ，
単独世帯の係数が有意となっており，単独世帯でない世帯に比べて，約 2 倍の確率で，社
会サポートの欠如のリスクが見られる．
　興味深いのは，社会的交流では多くの係数が有意であった就業形態や離職経験といった
就業関係の変数が，ほとんどの場合において有意ではないことである．唯一，男性の無業
の場合と，自発的な離職経験において，係数がプラスで有意となっているが，そのほかの
就業形態では有意な差は見られない．すなわち，「病気の時の世話」などの実質的なサポー
ト（道具的サポート）については，職を通じない形で提供されていると考えられる．
　しかし，家族関係に関わる変数については，強い関係が見いだされる．男性において，
単独世帯であること，女性において離婚者であることは，約 2 倍から 3 倍の確率で社会的
サポートにおいて孤立するリスクが高くなっている．
　一方で，貧困ステータスについては，男女ともに影響が見いだせなかった．就労形態や，
学歴，低所得（貧困ステータス）といった，貧困と相関が強い変数において，どれも有意
な関係性が見いだせないことは，少なくとも，福井県においては，社会的サポートと貧困
との関係性が薄いと考えられる．
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　福井在住年数についても，男性においても，女性においても，有意な関係性は見いだせ
ていない．社会的サポートについては，福井県生まれの人と福井県に移住してきた人の間
に差は見られない．
ウ）社会的参加　（表 6− 3）
　社会的参加の欠如の規定要因の結果が表 5−3 である．社会的交流，社会的サポートと
異なり，社会的参加については，年齢の影響が，特に女性において，色濃く出ている．30
歳代に比べて，20 歳代は約 2 倍の確率で社会参加しておらず，また，40 歳代，50 歳代，
60 歳代は，その確率は 0.3 ～ 0.6 倍程度に下がっている．男性においては，30 歳代に比
べて，50 歳代，60 歳代が，社会的参加で孤立する確率が低い．
　女性においては，未婚であることが，社会的参加における孤立の確率を低くしている．
町内会などの地域活動については，若い女性の参加が少ないとの報告があるが（阿部ほか
2011），ここでは趣味・スポーツ活動などを社会的参加の指標に含めているので，これら
を含めると，若い女性の方が社会的参加が多い．
　福井在住年数については，男女差が顕著である．女性においては，福井県生まれと福井
県移住者の間に観察できる差をみることができない．しかしながら，男性においては，「10
年未満」「10 ～ 20 年未満」のオッズ比が統計的に有意となっており，福井生まれに比べて，
「10 年未満」の場合は約 2.5 倍，「10 ～ 20 年未満」の場合は約 2 倍の確率で，社会的参
加が欠如している．
5．まとめと考察
　本稿では，福井県における大規模アンケート調査のデータを用いて，社会的交流（家族
を含む他者とのコミュニケーションや付き合い），社会的サポート（情緒的および手段的
なサポート），社会的参加（地域活動やボランティア活動など）の 3 つの次元における社
会的孤立について分析を行った．そして，年齢や性別，家族構成，結婚状況，就労形態，
離職経験，学歴をコントロールした上で，福井県への移住者と福井県生まれの人に社会的
孤立となる確率に違いがあるかを分析した．
　その結果，社会的交流においては，女性において，福井県生まれの人に比べて，福井県
に移住してから 20 年未満の人，および 30 年以上の人は，高い確率で孤立状況となるこ
とがわかった．特に，貧困状態であるかないかをコントロールしたモデル 3 においては，
福井県在住 10 年未満の女性は，福井生まれの女性に比べ 7 倍のオッズ比となっており，
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このグループにおける孤立のリスクの高さが伺えた．さらに，興味深いことに，この関係
は，男性においては見られなかった．社会的交流が，地域の在住年数に影響されることは，
大都市（東京都板橋区）の一人暮らし高齢者の孤立の分析を行った斉藤（2012）の結果
でも同じ傾向が示されているものの，斉藤の分析ではこの影響はベッドタウンと中山間に
おいては観察されていない．本稿において，それが福井県全体で観察されたこと，現役世
帯も含めた年齢層で観察されること，また，女性のみに限定されていること，は新しい知
見と言える．
　また，社会的サポートについては，福井県生まれとそうでない人の間に有意な差はなかっ
た．しかし，社会的参加については，男性のみにおいて福井県に移住してから 20 年未満
の人は約 2．5 倍から 2 倍の確率で孤立するリスクが高かった．
　社会的交流が，女性の移住者のみに移住の影響が表れることは，親戚，友人や家族といっ
た人間関係が，移住者の場合，県外に存在しており，遠方の家族や友人との付き合いが女
性にとって男性よりもハードルが高いからとも考えられる．この次元の孤立が，男女とも
に，貧困であることに大きく影響されることも，金銭的な制約が孤立を生じさせている可
能性を示唆している．一方で，社会的参加の次元においては，男性のみに移住の影響が表
れており，男性は女性に比べて，地域社会に溶け込みにくいという既存研究の指摘とも合
わせて，移住してきた男性は福井県生まれの男性よりもさらに地域社会に溶け込みにくい
ことを表していると考えられる．
  さらに，社会的サポートにおいては，移住者も福井県生まれも差がなく，むしろ，孤立
状態になるリスクは女性における離別者，男性における単独世帯など，直近の家族（配偶
者や子どもなど）に恵まれない人に高い．
　社会的孤立の分析においては，こうした孤立の分野別の違いおよび男女による違い，そ
して，地元出身者か他地方からの移住者であるのか，といった細やかな違いを認識する必
要があることが示唆される．
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